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１
２
月
２
７
日
、
新
年
度
予
算
に
関
し
日
本
共

産
党
市
議
団
と
し
て
申
し
入
れ
を
行
な
い
ま
し
た
。

日
本
共
産
党
市
議
団
は
、
ほ
ぼ
毎
年
新
年
度
予

算
に
つ
い
て
要
望
書
を
提
出
し
て
い
ま
す
。

市
民
の
暮
ら
し
と

福
祉
を
守
る
た
め
に

日本共産党別府市議団

日
本
共
産
党
市
議
団

（
平
野
文
活
・
え
ん
ど

久
子
）
は
こ
の
立
場
か

ら
、
５
４
項
目
の
要
望

を
申
し
入
れ
ま
し
た
。

特
に
、
浜
田
市
長
の
選

挙
公
約
で
あ
り
、
市
民

の
切
実
な
願
い
で
あ
る

国
保
税
の
引
き
下
げ
や

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
助
成

制
度
を
新
年
度
当
初
予

算
で
実
現
す
る
こ
と
を

強
く
求
め
ま
し
た
。

対
応
し
た
友
永
副
市

長
と
大
野
企
画
部
長
に

文
書
で
の
回
答
を
求
め

ま
し
た
。
副
市
長
は
２

月
に
文
書
で
回
答
す
る

と
答
え
ま
し
た
。

地
方
自
治
体
の
本
来
の

仕
事
は
、
住
民
の
暮
ら
し

と
福
祉
を
守
る
こ
と
で
す
。

自
治
体
の
仕
事
は
住
民
に

奉
仕
す
る
こ
と
で
す
。
い

ま
行
政
に
求
め

ら
れ
て
い
る
こ

と
は
、
東
日
本

大
震
災
の
教
訓

を
い
か
す
こ
と
、

そ
し
て
、
別
府

の
地
域
経
済
の

落
ち
込
み
の
な

か
市
民
の
暮
ら

し
を
応
援
す
る

こ
と
で
す
。
国

と
し
て
は
内
需

拡
大
に
思
い
切
っ

て
舵
を
切
る
こ

と
、
地
方
で
は
地
域
内
の

経
済
循
環
・
再
投
資
力
を

高
め
る
こ
と
が
必
要
だ
と

考
え
ま
す
。

新年度予算について文書で申し入れ話し合う。

向こう側、左より平野・えんど両市議
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国
保
税
の
引
き
下
げ
な
ど

強
く
求
め
る



〈防災・消防〉

・津波被害の見直しにより浸水が想定される地域での人命を守る対策を急ぐこと。

・海岸線での避難ビル指定と避難訓練を早急にすすめること。

・津波警報などの情報が短時間で地域住民に周知される体制をとること。

・公民館など避難所に指定されている公共施設の耐震補強は、年次計画を立てて早期に完了

すること。

・現在見直し中の地域防災計画では、原発事故を想定した計画とすること。

〈高齢者福祉・介護保険〉

・第５期介護保険事業計画では、保険料の値上げはしないこと。そのためには、財政安定化

基金の取り崩し対象を市拠出金だけでなく、県・国分まで広げ、各市町村に配分するよう

国・県に働きかけること。また、所得段階の細分化や一般会計からのくり入れについても

検討すること。

・介護保険料軽減制度の条件を緩和し、対象者を広げること。

〈国民健康保険〉

・国保税の大幅引き下げを実現すること。累積赤字については、一般会計からの繰り入れで

解消すること。

〈同和対策〉

・特定の同和団体への団体補助金について厳格な監査を実施し、廃止すること。

〈社会福祉〉

・ケースワーカー一人あたりの担当は「８０世帯以内」とされているが、現状は大幅に超え

ている。体制を強化してきめ細かな対応ができるようにすること。

〈児童福祉〉

・一人親家庭医療費助成制度は現物支給にするよう、県に働きかけること。

・子どもの医療費は、通院についても中学校卒業まで無料にすること。

・中部地区に児童館・子育て支援センターを新設すること。

〈障がい者福祉〉

・重度障害者医療費助成制度は現物支給にするよう、県に働きかけること。

・幅広い意見をふまえ、「障がいのある人もない人も安全・安心に暮らせる別府市条例」を

制定すること。

〈商工・労働〉

・地元業者の仕事確保のため、「住宅リフォーム助成制度」を新年度予算でただちに創設す

ること。

〈観光・まちづくり〉

・観光まちづくり課の業務内容を見直し、イベント等に忙殺されることなく、政策立案や観

光客誘致などの本来業務に力を入れること。

〈教育〉

・緊急雇用交付金を活用して実施している学習支援サポーター、保育支援サポーターは、交

付金終了後も市単独事業として継続すること。 など５４項目

２０１２年度予算に関する申し入れ 主な項目




